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連 結 注 記 表
　

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

1.　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及びその主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 62社

主要な連結子会社の名称 大同エアプロダクツ・エレクトロニクス㈱、タテホ化学

工業㈱、エア・ウォーター・エネルギー㈱、北海道エア・

ウォーター㈱、㈱ダイオー、エア・ウォーター防災㈱、

エア・ウォーター炭酸㈱、新日化エア・ウォーター㈱、

㈱日本海水

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称 岡山エア・ウォーター㈱、新潟ガス工業㈱

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金等からみて、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結子会

社に含めておりません。

2.　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社の数及び名称

持分法を適用した非連結子会社の数 １社

持分法を適用した非連結子会社の名称 エア・ウォーター工業㈱

(2) 持分法を適用した関連会社の数及び名称

持分法を適用した関連会社の数 ８社

持分法を適用した関連会社の名称 ㈱シーケム、㈱クリオ・エアー、苫小牧共同酸素㈱、神

鋼エア・ウォーター・クライオプラント㈱、パナソニッ

ク電工ＡＷＥ㈱、サミット小名浜エスパワー㈱、㈱堺ガ

スセンター、井上喜㈱

(3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称等

　 ㈱ガスネット、岐阜エア・ウォーター㈱

持分法を適用していない理由

持分法非適用の非連結子会社及び持分法非適用の関連会社は、それぞれ当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が乏しいため、

持分法を適用しておりません。

3.　連結の範囲の変更に関する事項

相模ハム㈱については株式の取得により子会社となったため、当連結会計年度より連結の範

囲に含めることとしました。

東北相模ハム㈱、相模ハム販売㈱については相模ハム㈱株式の取得により子会社となったた

め、当連結会計年度より連結の範囲に含めることとしました。

㈱マイヅルについては当連結会計年度において連結子会社エア・ウォーター・マッハ㈱と合

併し解散したため、連結の範囲から除いております。

北関東エア・ウォーター㈱については当連結会計年度において連結子会社東関東エア・ウォ

ーター㈱と合併し解散したため、連結の範囲から除いております。

西中国エア・ウォーター㈱については当連結会計年度において連結子会社東中国エア・ウォ

ーター㈱と合併し解散したため、連結の範囲から除いております。
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西九州エア・ウォーター㈱、南九州エア・ウォーター㈱については当連結会計年度において

連結子会社北九州エア・ウォーター㈱と合併し解散したため、連結の範囲から除いておりま

す。

エア・ウォーター大和酸器㈱については当連結会計年度において連結子会社東京エア・ウォ

ーター㈱と合併し解散したため、連結の範囲から除いております。

東北相模ハム㈱については当連結会計年度において連結子会社相模ハム㈱と合併し解散した

ため、連結の範囲から除いております。

4.　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、大連タテホ化学有限公司の決算日は12月末日であり、連結決算日との差

は３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の決算日現在の計算書類を基礎として連結を行っ

ております。

なお、それ以外の連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。

5.　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券 　

その他有価証券 　

時価のあるもの 主として決算期末日前１ヶ月間の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法により算定）

時価のないもの 主として移動平均法による原価法

②　デリバティブ 時価法

③　たな卸資産 主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を

除く）

主として定額法

②　無形固定資産（リース資産を

除く）

定額法

③　リース資産 　

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

②　役員賞与引当金 役員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度

における支給見込額を計上しております。
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③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると認められる額を計

上しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数（12年）による按分額を費用

処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（主

として12年）による定額法により、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。

　 （会計方針の変更）

　 当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平成20年

７月31日（企業会計基準委員会））を適用しております。

数理計算上の差異を翌連結会計年度から償却するため、

これによる損益に与える影響はありません。

　 また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務の

差額の未処理残高は1,299百万円であります。

④　役員退職慰労引当金 一部の連結子会社は、役員に対する退職慰労金支給に備

えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①　重要なヘッジ会計の方法 　

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要

件を満たしている為替予約につきましては、振当処理を

行うこととしております。

　 また、特例処理の要件を満たしている金利スワップにつ

きましては、特例処理を行うこととしております。

ヘッジ手段とヘッジ対象 　 ヘッジ手段 　 ヘッジ対象

　 為替予約 　 輸出入取引

　 金利スワップ 　 長期借入金

　 金利オプション　 長期借入金

ヘッジ方針 当社及び一部の連結子会社においては、取組方針として、

為替及び金利変動等のリスクを回避するためにのみデリ

バティブ取引を利用することとしております。利用に際

しては、社内規程に基づきデリバティブ取引を行い、為

替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジします。

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であ

り、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動等を

相殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定

は省略しております。

②　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。



2010/05/28 17:23:12 ／ 09632835_エア・ウォーター株式会社_招集通知

連結注記表

－ 28 －

6.　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

7.　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれんの償却については、その効果が発現すると見積られる期間（計上後20年以内）で均等

償却しております。

ただし、金額の僅少な場合は、発生時に一括償却しております。

8.　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更

工事契約に関する会計基準の適用

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日（企業会計基準

委員会））及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号

平成19年12月27日（企業会計基準委員会））を当連結会計年度より適用し、当連結会計年

度に着手した工事契約から、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）、その他の

工事については工事完成基準を適用しております。

当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

　

（連結貸借対照表に関する注記）

1.　担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 4,502百万円

機械装置及び運搬具 1,617百万円

土地 9,998百万円

その他（有形固定資産） 28百万円

計 16,147百万円

(2) 担保に係る債務 　

短期借入金 3,605百万円

長期借入金 7,758百万円

計 11,363百万円

2.　有形固定資産の減価償却累計額 188,436百万円

3.　受取手形割引高 507百万円

4.　保証債務 従業員及び関係会社等の借 793百万円

　 入金等に対する保証債務 　
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5.　土地の再評価

当社及び一部の国内連結子会社は、「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、再評価差額については、これを控除した金額

を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年

３月31日公布　政令第119号）第２条第３号に定

める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算

出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

　再評価を行った土地の当連結会計年

度末における時価と再評価後の帳簿

価額との差額

1,913百万円

　

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1.　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

株 式 の 種 類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普 通 株 式 185,205,057株 9,000,000株 － 194,205,057株

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

新株予約権の行使による増加 9,000,000株

2.　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総 額
(百万円)

１株当た
り配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

平成21年５月15日
取締役会

普通株式 利益剰余金 2,034 11 平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年11月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 2,044 11 平成21年９月30日 平成21年12月４日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の
総 額
(百万円)

１株当た
り配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

平成22年５月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 2,132 11 平成22年３月31日 平成22年６月30日

3.　当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目

的となる株式の種類及び数

普通株式 6,196,400株
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（金融商品に関する注記）

1.　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達について

は主に社債の発行や銀行等金融機関からの借入による方針です。デリバティブは、営業上

の輸出入取引における為替リスク及び長期借入金の金利変動リスクを回避するためにのみ

利用し、投機を目的にデリバティブ取引を行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスク

に関しては、当社グループの社内規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う

とともに、主な取引先の信用状況を適宜把握しております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関

係を有する企業の株式であり、四半期ごとに時価を把握して管理しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。

短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、社債、長期借入金及びファイナンス・

リース取引に係るリース債務は主に設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、

金利の変動リスクに晒されていますが、このうち長期のものの一部については、支払金利

の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引

（金利スワップ取引及び金利オプション取引）をヘッジ手段として利用しています。ヘッ

ジの有効性の評価方法については、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一で

あり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動等を相殺するものと見込まれるため、

ヘッジの有効性の判定は省略しています。デリバティブ取引の執行・管理については、為

替予約を伴う輸出入取引を行う場合には、所定の社内規程に基づき稟議決裁を行い、財務

部門が実施しています。金利スワップ取引及び金利オプション取引を伴う長期借入金によ

り資金調達を行う場合には、財務部門の申請により、所定の社内規程に基づき稟議決裁を

行い、その内容は取締役会に報告しています。当社グループが利用しているデリバティブ

取引につきましては、いずれも大手金融機関を利用しており、信用リスクはほとんどない

ものと考えております。
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2.　金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。
　 （単位：百万円）

　
連結貸借対照表

計上額（※１）
時価（※１） 差額

(１) 現金及び預金 22,303 22,303 －

(２) 受取手形及び売掛金 91,485 91,485 －

(３) 短期貸付金 6,069 6,069 －

(４) 投資有価証券             

その他有価証券 19,295 19,295 －

(５) 長期貸付金（※２） 11,152         

貸倒引当金 △   559         

 10,593 10,751 158

(６) 支払手形及び買掛金 (62,414) (62,414) －

(７) 短期借入金 (45,343) (45,343) －

(８) リース債務（流動負債） (877) (877) －

(９) 新株予約権付社債 (6,000) (7,055) △ 1,055

(10) 長期借入金 (56,899) (57,771) △   871

(11) リース債務（固定負債） (5,543) (5,659) △   116

(12) デリバティブ取引（※３） (339) (339) －

（※１）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（※２）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※３）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

　　　　場合は（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

(１) 現金及び預金、(２) 受取手形及び売掛金、並びに(３) 短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(４) 投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引先金融機関から提示された価格等によっております。

(５) 長期貸付金

元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する

方法によっております。

また、貸倒懸念債権については、担保及び保証による回収見込額等により算定する方法

によっております。

(６) 支払手形及び買掛金、(７) 短期借入金、並びに(８) リース債務（流動負債）

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。



2010/05/28 17:23:12 ／ 09632835_エア・ウォーター株式会社_招集通知

連結注記表

－ 32 －

(９) 新株予約権付社債

取引先金融機関から提示された価格等によっております。

(10) 長期借入金

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する

方法によっております。

変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記(12) 参

照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行っ

た場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。

(11) リース債務（固定負債）

元利金の合計額を同様の新規リースを行った場合に想定される利率で割り引いて算定す

る方法によっております。

(12) デリバティブ取引

デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しております。時価については、取引先金融

機関から提示された価格等によっております。なお、金利スワップの特例処理によるも

のは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価

は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。（上記(10) 参照）

また、為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と

一体となって処理されているため、その時価は、当該売掛金及び買掛金の時価に含めて

記載しております。（前記(２) 及び(６) 参照）

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額 16,956百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キ

ャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため「(４) 投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

　

（賃貸等不動産に関する注記）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

　

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 789円89銭

１株当たり当期純利益 73円64銭

　

（その他の注記）

記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成22年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

74,206

4,167

2,986

53,277

3,640

1,788

1,987

180

1,247

3,838

2,240

56

△　1,205

175,554

86,023

14,789

3,655

30,885

31

1,070

24,888

5,098

5,604

1,079

88,451

20,945

50,732

50

12,447

396

2,398

1,832

△　　351

流 動 負 債 67,048
支 払 手 形 2,594
買 掛 金 29,717
短 期 借 入 金 18,593
リ ー ス 債 務 741
未 払 金 5,105
未 払 費 用 4,452
未 払 法 人 税 等 3,665
預 り 金 1,321
設 備 関 係 支 払 手 形 95
役 員 賞 与 引 当 金 118
そ の 他 642

固 定 負 債 53,409
新 株 予 約 権 付 社 債 6,000
長 期 借 入 金 33,232
リ ー ス 債 務 4,772
繰 延 税 金 負 債 5,714
再評価に係る繰延税金負債 1,045
退 職 給 付 引 当 金 806
関係会社事業損失引当金 299
そ の 他 1,538

負 債 合 計 120,458
（純資産の部）  

株 主 資 本 134,167
資 本 金 30,013
資 本 剰 余 金 32,140
資 本 準 備 金 31,491
そ の 他 資 本 剰 余 金 648

利 益 剰 余 金 72,383
利 益 準 備 金 2,617
そ の 他 利 益 剰 余 金 69,765
固定資産圧縮積立金 6,058
配 当 平 均 積 立 金 835
退 職 手 当 積 立 金 250
別 途 積 立 金 13,259
繰 越 利 益 剰 余 金 49,362

自 己 株 式 △　　370
評価・換算差額等 △　5,035
土地再評価差額金 △　9,104
その他有価証券評価差額金 4,313
繰延ヘッジ損益 △　　244

新 株 予 約 権 171
純 資 産 合 計 129,303

資 産 合 計 249,761 負 債 ・ 純 資 産 合 計 249,761

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高  213,920

売 上 原 価  178,919

売 上 総 利 益  35,001

販売費及び一般管理費  23,645

営 業 利 益  11,356

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,364  

そ の 他 1,744 5,108

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 1,079  

そ の 他 890 1,970

経 常 利 益  14,495

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4  

そ の 他 3 7

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 売 却 損 875  

減 損 損 失 331  

関 係 会 社 事 業 損 失 162  

そ の 他 104 1,472

税 引 前 当 期 純 利 益  13,029

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,706  

法 人 税 等 調 整 額 △　　208 4,497

当 期 純 利 益  8,531

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

（単位：百万円）

　

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰余金
合 計

固定資
産圧縮
積立金

配 当
平 均
積立金

退 職
手 当
積立金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

平成21年３月31日
残 高

25,513 26,991 649 27,641 2,617 6,091 835 250 13,259 44,885 67,938 △  　324 120,769

事業年度中の変動額 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

4,500 4,500 　　 4,500 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 9,000

剰余金の配当 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 △  4,078 △  4,078 　　 △  4,078

固定資産圧縮積立
金 の 取 崩

　　 　　 　　 　　 　　 △ 　　33 　　 　　 　　 33 － 　　 －

土地再評価差額金
の 取 崩

　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 △ 　　 8 △ 　　 8 　　 △ 　　 8

当期純利益 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 8,531 8,531 　　 8,531

自己株式の取得 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 △ 　　50 △ 　　50

自己株式の処分 　　 　　 △ 　　 0 △ 　　 0 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 5 4

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　

事業年度中の
変 動 額 合 計

4,500 4,500 △ 　　 0 4,499 － △ 　　33 － － － 4,477 4,444 △ 　　45 13,398

平成22年３月31日
残 高

30,013 31,491 648 32,140 2,617 6,058 835 250 13,259 49,362 72,383 △ 　 370 134,167

　

　
評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計
土地再評価差額金

その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成21年３月31日
残 高

△　9,113 2,477 △　　195 △　6,832 102 114,038

事業年度中の変動額 　　 　　 　　 　　 　　 　　

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

　　 　　 　　 　　 　　 9,000

剰余金の配当 　　 　　 　　 　　 　　 △　4,078

固定資産圧縮積立
金 の 取 崩

　　 　　 　　 　　 　　 －

土地再評価差額金
の 取 崩

　　 　　 　　 　　 　　 △　　　8

当期純利益 　　 　　 　　 　　 　　 8,531

自己株式の取得 　 　　 　　 　　 　　 △　　 50

自己株式の処分 　　 　　 　　 　　 　　 4

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

9 1,836 △　　 48 1,796 69 1,866

事業年度中の
変 動 額 合 計

9 1,836 △　　 48 1,796 69 15,264

平成22年３月31日
残 高

△　9,104 4,313 △　　244 △　5,035 171 129,303

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　

（重要な会計方針に係る事項）

1． 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日前１ヶ月間の市場価格等に基づく時価法

　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブ 時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）

仕掛品 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）ただし、未成工事支出金は個別法によ

る原価法

原材料及び貯蔵品 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）

　

2． 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

　

取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

　 　

3． 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(2) 役員賞与引当金 役員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度

における支給見込額を計上しております。
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(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額

を計上しております。

　 過去勤務債務については、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数（12年）による按分

額を費用処理しております。

　 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数

（12年）による定額法により、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しております。

　 （会計方針の変更）

　 当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平成

20年７月31日（企業会計基準委員会））を適用して

おります。数理計算上の差異を翌事業年度から償却

するため、これによる損益に与える影響はありませ

ん。

　 また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債

務の差額の未処理残高は、686百万円であります。

(4) 関係会社事業損失引当金 関係会社の事業による損失に備えるため、当社が負

担することとなる損失見込額を計上しております。

　

4． その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理

の要件を満たしている為替予約につきましては、振

当処理を行うこととしております。

ヘッジ手段とヘッジ対象 　 ヘッジ手段 　 ヘッジ対象

　 為替予約 　 輸入取引

　 金利スワップ 　 長期借入金

　 金利オプション　 長期借入金

ヘッジ方針 当社は、取組方針として、為替及び金利変動のリス

クを回避するためにのみデリバティブ取引を利用す

ることとしております。利用に際しては、社内規程

に基づきデリバティブ取引を行い、為替変動リスク

及び金利変動リスクをヘッジします。

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一

であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場

変動等を相殺するものと見込まれるため、ヘッジの

有効性の判定は省略しております。

(2) 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。
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5． 重要な会計方針の変更
工事契約に関する会計基準の適用
請負工事に係る収益の計上については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、
「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日（企業会計基
準委員会））及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
18号　平成19年12月27日（企業会計基準委員会））を当事業年度より適用し、当事業年
度に着手した工事契約から、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め
られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）、その他の
工事については工事完成基準を適用しております。
当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

　
（貸借対照表に関する注記）
1． 有形固定資産の減価償却累計額 68,339百万円
2． 保証債務

従業員及び関係会社等の借入金等に対する保証債務 443百万円
3． 関係会社に対する金銭債権と金銭債務

短期金銭債権 39,745百万円
長期金銭債権 12,479百万円
短期金銭債務 12,029百万円
長期金銭債務 1,623百万円

4． 土地の再評価
「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布　法律第34号）に基づき、事業用
土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に、再評価差額については、これを控除した金額を「土地再評価差額金」
として純資産の部に計上しております。
再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年

３月31日公布　政令第119号）第２条第３号に定め
る固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出
しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日
再評価を行った土地の当事業年度末に
おける時価と再評価後の帳簿価額との
差額

 1,735百万円

　
（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売　　上　　高 96,372百万円
仕　　入　　高 36,736百万円
そ　　の　　他 14,957百万円

営業取引以外の取引高 13,093百万円
　
（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 286,177株 48,824株 4,572株 330,429株

（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取請求による増加 48,824株

減少数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の売渡請求による減少 4,572株
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（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 　
関係会社事業損失 1,090百万円

退職給付引当金 722百万円

固定資産減損損失 627百万円

投資有価証券評価損 608百万円

未払費用（賞与） 414百万円

未払事業税 339百万円

減価償却超過額 288百万円

前払費用 267百万円

その他 1,075百万円

繰延税金資産小計 5,432百万円

評価性引当額 △1,453百万円

繰延税金資産合計 3,979百万円

　 　

繰延税金負債 　
固定資産圧縮積立金 △4,139百万円

その他有価証券評価差額金 △3,016百万円

その他 △1,289百万円

繰延税金負債合計 △8,445百万円

繰延税金負債の純額 △4,466百万円

　

なお、上記の他、土地再評価差額金に係る繰延税金資産が4,347百万円あり、評価性引当額

4,317百万円を控除後の繰延税金資産は29百万円であります。

また、土地再評価差額金に係る繰延税金負債が1,075百万円あり、土地再評価差額金に係る繰

延税金負債の純額は1,045百万円であります。

　

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　貸借対照表に計上した固定資産の他、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転外

　ファイナンス・リース契約により使用しております。

1． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残

 高相当額

　 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建 物 925百万円 94百万円 229百万円 601百万円

機 械 及 び 装 置 30,400百万円 15,876百万円 36百万円 14,487百万円

工具器具及び備品 1,307百万円 919百万円 21百万円 366百万円

車 両 及 び 運 搬 具 53百万円 33百万円 － 19百万円

合 計 32,686百万円 16,924百万円 287百万円 15,474百万円
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2． 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高

未経過リース料期末残高相当額 　

１年内 3,315百万円

１年超 12,947百万円

合計 16,262百万円

リース資産減損勘定期末残高 236百万円

3． 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減

 損損失

支払リース料 4,276百万円

リース資産減損勘定の取崩額 108百万円

減価償却費相当額 3,622百万円

支払利息相当額 705百万円

減損損失 －百万円

4． 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証がある場合は、残価保証額）と

する定額法によっております。

5． 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。

　

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等 （単位：百万円）

属 性 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
株式会社エア・ウォータ
ー企業

所有
直接100％

リース、資金の貸
付、役員の兼任

資金の貸付 7,000 短期貸付金 860

利息の受取 80 － －

子会社
北海道エア・ウォーター
株式会社

所有
直接100％

高圧ガス等の販売、
役員の兼任

販 売 14,072 売 掛 金 3,829

子会社
エア・ウォーター・エネ
ルギー株式会社

所有
直接100％

LPガス等の販売、
役員の兼任

販 売 17,648 売 掛 金 7,774

子会社
大同エアプロダクツ・エ
レクトロニクス株式会社

所有
直接80％

高圧ガス等の販売、
役員の兼任

販 売 12,865 売 掛 金 2,643

関連会社 株式会社堺ガスセンター
所有
直接49％

資金の貸付、役員
の兼任

資金の貸付 10,500 長期貸付金 9,625

利息の受取 181 － －

（注）(1) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

(2) 取引条件及び取引条件の決定方針等

・資金の貸付利率については、市場金利を勘案し合理的に決定しています。

　なお、担保は受け入れておりません。

・販売については、一般的取引条件と同様に決定しています。　

　

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 666円06銭

１株当たり当期純利益 45円15銭

　

（その他の注記）

記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年５月10日 

 エア・ウォーター株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 川 井 一 男 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 田 中 基 博 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 吉 形 圭 右 
　

 

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、エア・ウォーター株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結

計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、エア・ウォーター株式会社及び連結

子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年５月10日 

 エア・ウォーター株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 川 井 一 男 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 田 中 基 博 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 吉 形 圭 右 
　

 

 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、エア・ウォ

ーター株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第10期事業

年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書

類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第10期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施

状況および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ

の他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査いたし

ました。また、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なも

のとして会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に

関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内

部統制システム）の状況を監視および検証いたしました。なお、財務報告

に係る内部統制については、取締役等およびあずさ監査法人から当該内部

統制の評価および監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通

および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし

た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明

細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会

社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年

度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書およ

び個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）に

ついて検討いたしました。
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の

状況を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行につ

いても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められ

ません。

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果

　会計監査人あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当であると認

めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当であると認

めます。

　

 

 平成22年５月13日  

 エア・ウォーター株式会社　監査役会  

 

常勤監査役 片 野 倶 宏 

常勤監査役(社外監査役) 中 川 康 一 

常勤監査役 福 西 　 潤 

監　査　役(社外監査役) 石 橋 太 郎 

監　査　役(社外監査役) 関 山 守 洋 

 

以　上
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株主総会参考書類
　

第１号議案　取締役19名選任の件

　現任取締役20名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取

締役19名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式の数

１

あお  き 　 ひろし

青　木　　　弘
　

（昭和３年７月19日生）
　

昭和30年７月　大同酸素㈱入社

昭和41年12月　同営業部長

昭和43年６月　同常務取締役

昭和52年１月　同専務取締役

昭和57年１月　同代表取締役副社長

昭和59年１月　同代表取締役社長

平成５年４月　大同ほくさん㈱代表取締役会長およ

び最高経営責任者（ＣＥＯ）

平成12年４月　エア・ウォーター㈱代表取締役会長

および最高経営責任者（ＣＥＯ）

平成21年６月　同代表取締役会長兼社長および最高

経営責任者（ＣＥＯ）兼最高業務執

行責任者（ＣＯＯ）

（現在に至る）

 

〈重要な兼職の状況〉

㈱ダイオー　代表取締役社長

大宝産業㈱　代表取締役会長

301,500株

２

とよ  だ 　 まさ  ひろ

豊　田　昌　洋
　

（昭和７年12月21日生）
　

昭和32年３月　大同酸素㈱入社

昭和49年11月　同西部営業本部長

昭和49年12月　同取締役西部営業本部長

昭和57年１月　同常務取締役

昭和62年１月　同専務取締役

昭和63年６月　同取締役、タテホ化学工業㈱代表取

締役社長

平成５年４月　大同ほくさん㈱代表取締役副社長

平成11年６月　同代表取締役社長および最高業務執

行責任者（ＣＯＯ）

平成12年４月　エア・ウォーター㈱代表取締役社長

および最高業務執行責任者（ＣＯＯ）

平成13年６月　同代表取締役副会長および最高業務

執行責任者（ＣＯＯ）

（現在に至る）

　

〈重要な兼職の状況〉

一般社団法人日本産業・医療ガス協会代表理事（会長）

［平成22年６月16日就任予定］

194,367株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式の数

３

よし  の 　 あきら

吉　野　　　明
　

（昭和14年10月２日生）
　

昭和37年３月　大同酸素㈱入社

昭和61年11月　同技術部長

昭和63年６月　同取締役技術部長

平成４年６月　同常務取締役

平成５年４月　大同ほくさん㈱専務取締役

平成11年６月　同代表取締役副社長　

平成12年４月 エア・ウォーター㈱代表取締役副社長

平成13年６月　同取締役副社長オンサイト事業部、

エンジニアリング事業部担当

平成18年６月　同取締役副社長経営戦略室特命担当

平成19年10月　同取締役副社長経営戦略室技術全般

　　　　　　　担当、総合開発研究所長　　　

平成21年６月　同取締役副社長経営戦略室特命担当

技術部門管掌

（現在に至る）

　

〈重要な兼職の状況〉

エア・ウォーターＮＶ㈱　代表取締役社長

45,184株

４

み  の 　 ただ  つぐ

見　野　忠　嗣
　

（昭和14年１月15日生）
　

昭和37年３月　大同酸素㈱入社

平成２年４月　同ガス本部副本部長兼ガス関連部長

平成２年６月　同取締役ガス本部副本部長兼ガス関

連部長

平成５年４月　大同ほくさん㈱常務取締役

平成12年４月　エア・ウォーター㈱常務取締役

平成13年６月　同取締役副社長産業事業部、ウェル

ディング事業部、プラントガス事業

部、オンサイト事業部担当

平成18年６月　同取締役副社長経営戦略室特命担当

平成19年10月　同取締役副社長経営戦略室営業全般

担当　

平成21年６月　同取締役副社長経営戦略室特命担当

産業・医療部門管掌

（現在に至る）

44,334株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式の数

５

ひら  まつ 　 ひろ  ひさ

平　松　博　久
　

（昭和20年４月６日生）
　

昭和46年４月　通商産業省[現　経済産業省]入省

平成８年６月　同中国通商産業局長

平成９年６月　通商産業省大臣官房付・辞職

平成９年７月　中小企業事業団理事

平成11年６月　大同ほくさん㈱取締役ガス化学研究

所副所長

平成12年６月　エア・ウォーター㈱取締役、タテホ

化学工業㈱代表取締役社長

平成15年６月　同常務取締役産業部門担当補佐、環

境事業部担当

平成17年６月　同専務取締役総合開発研究所長

平成21年６月　同専務取締役技術本部総合開発研究

所長兼技術総括部長

（現在に至る）

33,000株

６

ふじ  わら 　 よし  お

藤　原　慶　夫
　

（昭和23年２月８日生）
　

昭和46年４月　住友金属工業㈱入社

平成７年６月　同関西製造所生産業務部長

平成10年10月　共同酸素㈱管理部長

平成11年６月　同取締役管理部長

平成12年４月　エア・ウォーター㈱執行役員コーポ

レート・ビジネスセンター長

平成15年６月　同取締役関係会社室長

平成17年６月　同常務取締役関係会社室長

平成18年６月　同常務取締役北海道支社長

平成19年６月　同専務取締役北海道代表、北海道支

社長

平成21年６月　同専務取締役ケミカルカンパニー長

（現在に至る）

18,000株

７

ふじ  た 　 あきら

藤　田　　　昭
　

（昭和26年12月５日生）
　

昭和50年４月　大同酸素㈱入社

平成８年４月　大同ほくさん㈱秘書室長

平成11年７月　同執行役員秘書室長

平成13年６月　エア・ウォーター㈱執行役員コーポ

レート・ソリューションセンター人

事部長

平成15年６月　同取締役コーポレート・ソリューシ

ョンセンター人事部長

平成17年６月　同常務取締役人事部長

平成19年６月　同専務取締役人事部長

平成19年10月 同専務取締役経営戦略室管理全般担当

平成21年６月　同専務取締役北海道代表、北海道カ

ンパニー長

（現在に至る）

　

〈重要な兼職の状況〉

北海道エア・ウォーター㈱　代表取締役社長 　

10,050株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式の数

８

すみ  や 　 のぼる

角　谷　　　登
　

（昭和23年９月15日生）
　

昭和46年４月　大同酸素㈱入社

平成９年７月　大同ほくさん㈱近畿支社長

平成11年７月　同執行役員産業事業部長

平成12年４月　エア・ウォーター㈱執行役員産業事

業部長

平成12年６月　タテホ化学工業㈱常務取締役営業本

部長

平成15年６月　エア・ウォーター㈱取締役、タテホ

化学工業㈱代表取締役社長

平成18年６月　同常務取締役産業事業部長

平成19年６月　同専務取締役産業事業部長

平成21年６月　同専務取締役産業カンパニー長

平成22年２月　同専務取締役産業カンパニー長兼水

素ガス事業部長　

（現在に至る）

22,000株

９

から  と 　 ゆう

唐　渡　　　有
　

（昭和28年６月３日生）
　

昭和52年４月　住友金属工業㈱入社

平成６年６月　同鉄鋼総括部鉄鋼企画室長

平成13年６月　同エンジニアリング事業本部エンジ

ニアリング総括部長

平成16年６月　同経理部長

平成18年６月　エア・ウォーター㈱取締役経理部長

兼シェアード・サービスセンター長

平成20年６月　同取締役第一総合企画室新業績管理

制度導入検討委員会担当

平成21年６月　同常務取締役コーポレート本社経営

管理部長　

（現在に至る）

10,000株

10

いずみ だ 　 たかし

泉　田　 　孝
　

（昭和18年11月27日生）
　

昭和41年４月　㈱ほくさん入社

昭和58年６月　同取締役社長室長兼食品本部長

昭和62年６月　同常務取締役経営戦略室長兼研究開

発本部長

平成５年４月　大同ほくさん㈱常務取締役医療関連

事業本部長兼第一医療事業部長

平成７年４月　同常務取締役東日本総支社長

平成12年４月　エア・ウォーター㈱常務取締役医療

事業部担当、住設事業部長

平成13年２月　同取締役、㈱エア・ウォーター・リ

ビング代表取締役社長

平成17年６月　同執行役員、エア・ウォーター・エ

モト㈱代表取締役社長

平成21年６月　同常務取締役コーポレート本社経営

企画部長　

（現在に至る）

71,735株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式の数

11

さい  とう 　 ふさ  え

齊　藤　房　江
　

（昭和26年６月26日生）
　

昭和50年４月　通商産業省[現　経済産業省]入省

平成６年７月　同近畿通商産業局総務企画部長

平成８年８月　同産業政策局消費経済課長

平成９年７月　岡山県副知事

平成11年７月　通商産業省大臣官房審議官（消費者

行政担当）

平成12年２月　大阪府知事

平成20年６月　エア・ウォーター㈱社外取締役

平成21年６月　同取締役経営戦略室特命担当　

平成22年４月　同取締役経営戦略室特命担当、農業

戦略部長　

（現在に至る）

　

〈重要な兼職の状況〉

㈱エア・ウォーター農園　代表取締役社長　

1,000株

12

さ  えき 　 のり  やす

佐　伯　憲　康
　

（昭和27年２月19日生）
　

昭和49年４月　新日本製鐵㈱入社

平成元年６月　同堺製鐵所設備部技術室長

平成10年７月　同堺製鐵所総務部開発企画グループ

リーダー

平成15年11月　同建材事業部堺製鐵所開発企画部長

兼本社総務部部長

平成18年６月　エア・ウォーター㈱取締役ＳＰＤ事

業部長

平成21年６月　同取締役医療カンパニー長

平成22年４月　同取締役ＣＳＲ推進担当　

（現在に至る）

6,000株

13

まつ  ばら 　 ゆき  お

松　原　幸　男
　

（昭和23年７月７日生）
　

昭和47年４月　大同酸素㈱入社

平成７年８月　大同ほくさん㈱南九州支社長

平成11年７月　同近畿支社長

平成12年４月　エア・ウォーター㈱近畿支社長

平成17年６月　同執行役員近畿支社長

平成19年６月　同取締役近畿支社長

（現在に至る）

　

〈重要な兼職の状況〉

近畿エア・ウォーター㈱　代表取締役社長　

14,150株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式の数

14

うめ  だ 　 よし  かず

梅　田　嘉　一
　

（昭和22年７月５日生）
　

昭和46年４月　大同酸素㈱入社

平成９年７月　大同ほくさん㈱中部支社長

平成11年７月　東海大同ほくさん㈱代表取締役社長

平成12年７月　しなのエア・ウォーター㈱代表取締

役社長

平成16年10月　エア・ウォーター㈱関東支社長

平成18年６月　同執行役員関東支社長

平成19年６月　同取締役関東支社長

（現在に至る）　

　

〈重要な兼職の状況〉

関東エア・ウォーター㈱　代表取締役社長

8,000株

15

あり  た 　 えい  じ

有　田　英　治
　

（昭和31年10月18日生）
　

昭和56年４月　大同酸素㈱入社

平成11年７月　大同ほくさん㈱ＮＶ事業部長兼尼崎

事業所長

平成16年４月　エア・ウォーター・プラントエンジ

ニアリング㈱代表取締役社長

平成18年６月　エア・ウォーター㈱執行役員プラン

ト事業部長兼オンサイト部長

平成19年６月　同取締役プラント事業部長

平成21年６月 同取締役エンジニアリングカンパニー長

　　　　　　　 （現在に至る）　　

2,000株

16

はん  だ 　 ただ  ひこ

半　田　忠　彦
　

（昭和16年３月15日生）
　

昭和45年４月　大同酸素㈱入社

昭和47年９月　同企画室長

昭和59年１月　同取締役機器本部副本部長

平成４年６月　タテホ化学工業㈱常務取締役

平成７年６月　同代表取締役社長

平成12年７月　エア・ウォーター㈱常務執行役員ガ

ス化学研究所副所長

平成13年６月　同常務執行役員セーフティ・コンプ

ライアンスセンター担当

平成16年６月　同常勤監査役

平成21年６月 同取締役コンプライアンスセンター長

（現在に至る）

131,368株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式の数

17

つつみ 　 ひで  お

堤　 　英　雄
　

（昭和32年１月８日生）
　

昭和55年４月　㈱ほくさん入社

平成９年７月　大同ほくさん㈱経営企画部長

平成11年７月　同予算室長

平成12年４月　エア・ウォーター㈱コーポレート・

プランニングセンター経営計画部長

平成16年10月　同総合企画室担当部長

平成17年６月　同執行役員総合企画室経営管理担当

部長

平成21年６月　同取締役コーポレート本社経営企画

部経営企画担当部長

（現在に至る）

4,000株

18

まち  だ 　 まさ  と

町　田　正　人
　

（昭和32年９月26日生）
　

昭和55年４月　㈱ほくさん入社

平成９年７月　大同ほくさん㈱総合企画部長

平成12年４月　エア・ウォーター㈱コーポレート・

プランニングセンター企画部長

平成13年７月　同産業事業部産業政策部長

平成16年10月　同総合企画室担当部長

平成17年６月　同執行役員総合企画室産業担当部長

平成21年６月　同取締役コーポレート本社経営企画

部事業企画担当部長

（現在に至る）

5,000株

19

みなみ りょう へい

南　 　良　平
　

（昭和26年３月20日生）
　

昭和50年４月　住友金属工業㈱入社

平成12年４月　住金ケミカル㈱開発研究所長

平成14年６月　同取締役開発研究所長

平成16年４月　エア・ウォーター・ケミカル㈱取締

役開発研究所長

平成17年６月　同常務取締役

平成18年６月　エア・ウォーター㈱執行役員総合開

発研究所次長兼ハイブリッド材料研

究室長

平成21年６月　同取締役技術本部総合開発研究所副

所長 ケミカル・材料技術担当　

（現在に至る）

1,000株

(注)　各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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第２号議案　監査役１名選任の件

　監査役福西　潤氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、その補欠と

して監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、監査役候補者松本正基氏は、監査役福西　潤氏の補欠として選任される

ことになりますので、その任期は当社定款の定めにより、退任される同監査役の

任期の満了する時までとなります。

　また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式の数

まつ  もと 　 まさ  き

松　本　正　基
（昭和2 0年９月２日生）

　

昭和44年４月　住友商事㈱入社

平成４年10月　同機能化学品部長

平成12年６月　住商ファインガス㈱代表取締役社長

平成15年６月　エア・ウォーター㈱執行役員医療部門担当補

佐、医療事業部長

平成16年10月　同執行役員総合企画室医療担当部長

平成18年６月　同取締役医療事業部長

平成19年６月　同取締役総合企画室担当部長

平成21年６月　同執行役員技術本部技術総括部担当部長

　　　　　　　（現在に至る）

4,000株

(注)　監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　
　

以　上
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インターネットにより議決権を行使される場合のお手続について

　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご了承のうえ、行使していた

だきますようお願い申しあげます。

記

１．インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使サイトをご利用い

ただくことによってのみ可能です。なお、携帯電話を用いたインターネットでもご利用い

ただくことが可能です。

【議決権行使サイトＵＲＬ】　http://www.webdk.net

※バーコード読取機能付の携帯電話を利用して右の「ＱＲコード」を読み

取り、議決権行使サイトに接続することも可能です。なお、操作方法の

詳細については、お手持ちの携帯電話の取扱説明書をご確認ください。

２．インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に記載の「議

決権行使コード」および「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内に従って議案の賛否

をご登録ください。

３．議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金および通信事業者への通

信料金（電話料金等）は、株主様のご負担となります。

以　上

　

【インターネットによる議決権行使のためのシステム環境について】
　議決権行使サイトをご利用いただくためには、次のシステム環境が必要です。

①　インターネットにアクセスできること。

②　パソコンを用いて議決権を行使される場合は、インターネット閲覧ソフトウェア（ブラウ

ザ）として、Microsoft Internet Explorer 6.0以上を使用できること。ハードウェアの

環境として、上記ソフトウェアを使用することができること。

③　携帯電話を用いて議決権を行使される場合は、使用する機種が128bitSSL通信（暗号化通

信）が可能な機種であること。（セキュリティ確保のため、128bitSSL通信（暗号化通信）

が可能な機種のみ対応しておりますので、一部の機種ではご利用できません。）

（Microsoftは、米国Microsoft Corporationの米国およびその他の国における登録商標で

す。）

　

【インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ】
　インターネットによる議決権行使に関してご不明な点がございましたら、以下にお問い合わ

せくださいますようお願い申しあげます。

株主名簿管理人  住友信託銀行　証券代行部

【専用ダイヤル】 0120－186－417（24時間受付）
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地図

　
　

　

　

株主総会会場ご案内図

札幌市白石区菊水５条２丁目３番12号

当社　研修センター１階講堂

　

至水穂大橋

＜南郷通＞セブン
イレブン

エア・
ウォーター

至白石

北海道
がんセンター

エネオス
ＧＳ

至大通

マックス
バリュ

北洋
銀行

３番
出口

地下鉄東西線菊水駅 至新札幌

Ｎ

会場

　

※駐車場はございませんのでご了承ください。

　

最寄りの交通機関

地下鉄東西線菊水駅下車３番出口より徒歩約７分




